
Copyright© EverySense,Inc.

“Information Harvesting”

データ流通推進協議会

2018 10 31年 月 日



Copyright© EverySense,Inc.

“Information Harvesting”

設立の背景と目的及び設立趣旨
• 背景と目的

– 本協議会は、内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、総務省、経済産業省におけるワーキンググ
ループの検討を踏まえ、2017年6月より設立に向けた検討を進めてきたものです。本協議会は、デー

タ提供者が安心して、かつスムーズにデータを提供でき、またデータ利用者が欲するデータを容易に
判断して収集・活用できる技術的・制度的環境を整備すること等を目的として、技術基準委員会、運
用基準委員会、データ利活用委員会等を設置し、以下に掲げる活動を行います。

• 設立趣旨

– データ流通、データ主導社会の実現は、我が国の産業活性化・国際競争力の強化に資する重要な社
会使命である。

– データ取引市場等のデータ流通事業は、社会基盤として中立性、透明性、公平性が求められる。

– データ利用者・提供者にとって安心・安全なデータ流通の実現のため、データ流通事業者に対するガ
バナンス、遵法性の観点から、自主的なルール及び一定の要件を満たす者を認定・公表し、社会的
に認知する仕組みを整備することで、遵守体制を確保する必要がある。

– データ流通、データ主導社会の発展のためには、データ流通事業者間の相互連携によるサービス提
供、データフォーマット等の整備を図っていく必要がある。

– データ提供者が安心して、かつスムーズにデータを提供でき、またデータ利用者が欲するデータを容
易に判断して収集・活用できる技術的・制度的環境を整備することで、データ利活用を促進する。

– データ流通事業の健全な成長のために、データ流通事業者及びその関連事業者による連携を推進
し、適切な運営確保に取り組むために、データ流通推進協議会を設立するものである。
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団体概要

団体名
一般社団法人データ流通推進協議会
Data Trading Alliance / DTA

所在地 〒107-0061 東京都港区北青山2-7-26 Landwork青山ビル2F

電話番号 03-6890-0969

設立 2017年11月1日

事業内容

（１）データ流通事業者等の運用基準の策定
（２）データ流通事業者等の技術基準の策定
（３）データ流通事業者等の運用基準及び技術基準に基づく認証・
監査・公表
（４）データ流通市場活性化のためのデータ利活用の創出支援
（５）データ流通市場を巡る法的課題や国際連携等に関する調査・
研究
（６）データ流通市場に関連する関係省庁への政策提言及び関連
団体との連携
（７）前各号に掲げるもののほか、データ流通市場の健全な成長の
ために必要な活動

理事長 村井純（慶応義塾大学環境情報学部）

事務局長 真野浩（エブリセンスジャパン株式会社）

外部理事

（氏名 五十音順）
越塚登（東京大学大学院情報学環）
柴崎亮介（東京大学空間情報科学研究センター）
中村伊知哉（慶応義塾大学大学院メディアデザイン研究科）

監事
（氏名 五十音順）
板倉陽一郎（ひかり総合法律事務所）
落合孝文（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業）

内部理事（氏名 五十音順）

伊藤 直之（株式会社インテージ）
植田 健治（大日本印刷株式会社）
大槻 文彦（富士通株式会社）
甲斐 隆嗣（株式会社日立製作所）
杉山 恒司（株式会社ウフル）
竹林 一（オムロン株式会社）
山口 亮介（さくらインターネット株
式会社）
若目田 光生（日本電気株式会社）
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正会員（団体） 62社/団体 1個人
• 株式会社日本データ取引所

• エブリセンスジャパン株式会社

• さくらインターネット株式会社

• 富士通株式会社

• ＨＹＣ株式会社

• 株式会社インテック

• 株式会社応用電子

• 東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

• 田辺三菱製薬株式会社

• 株式会社ウフル

• オムロン株式会社

• 日本ユニシス株式会社

• 日本電気株式会社

• 共同印刷株式会社

• 株式会社ネクストスケープ

• アビームコンサルティング 株式会社

• 株式会社インテージ

• 株式会社日立製作所

• インフォコム株式会社

• 株式会社博報堂DYホールディングス

• シャープ株式会社

• コニカミノルタ株式会社

• D.A.コンソーシアムホールディングス株式会社

• 大日本印刷株式会社

• 株式会社イトーキ

• 東芝テック株式会社

• あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

• 株式会社NTTデータ

• 株式会社リコー

• 株式会社三井住友フィナンシャルグループ

• 凸版印刷株式会社

• 株式会社ビデオリサーチ

• ソフトバンク株式会社

• 株式会社 True Data
• REGAIN GROUP株式会社

• TIS株式会社

• 株式会社クレアンスメアード

• 三井住友海上火災保険株式会社

• 兼松株式会社

• 一般財団法人日本データ通信協会

• 株式会社電通テック

• イオンクレジットサービス株式会社

• 株式会社セゾン情報システムズ

• オリンパス株式会社

• 京セラ株式会社

• 東芝デジタルソリューションズ株式会社
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• 東芝デジタルソリューションズ株式会社

• 水ing株式会社

• ソニー株式会社

• 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ

• ヤマトホールディングス株式会社

• みずほ情報総研株式会社

• 本田技研工業株式会社

• ウイングアーク１ｓｔ株式会社

• ユニアデックス株式会社

• 株式会社サイバーエージェント

• 株式会社インターフュージョン・コンサルティング

• 株式会社オートバックスセブン

• みらかホールディングス株式会社

• 株式会社マクロミル

• デロイトトーマツコンサルティング合同会社

• 株式会社マイデータ・インテリジェンス

• 株式会社エヌアイデイ

• 東京大学 早矢仕晃章助教
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賛助会員（団体） 36社/団体 2個人
特別会員 18社/団体

• 賛助会員

– 日産自動車株式会社

– 株式会社マーシュ

– パーク２４株式会社

– 新日鉄住金ソリューションズ株式会社

– サトーホールディングス株式会社

– 株式会社村田製作所

– 有限責任あずさ監査法人

– トレジャーデータ株式会社

– トッパン・フォームズ株式会社

– NECネッツエスアイ株式会社

– 株式会社アット東京

– 三菱日立パワーシステムズ株式会社

– 公立大学法人横浜市立大学

– 中部電力株式会社

– 株式会社ＫＤＤＩ総合研究所

– 株式会社日本政策投資銀行

– グローバルウェーハズ・ジャパン株式会社

– 株式会社構造計画研究所

– アドソル日進株式会社

– アズビル株式会社

– トヨタ自動車株式会社

– 東京ガス株式会社

– FXC株式会社

– 富士ゼロックス株式会社

– NEUSOFT Japan株式会社

– 株式会社エネゲート

• 特別会員

– 一般財団法人日本情報経済社会推進協会

– 一般社団法人情報通信技術委員会

– ヘルスケアIoTコンソーシアム

– 一般社団法人インダストリアル・バリューチェーン・イニ
シアティブ

– 一般社団法人iOSコンソーシアム

– 一般社団法人情報サービス産業協会

– 沖縄県 商工労働部情報産業振興課

– 一般社団法人Fintech協会

– 一般社団法人電子決済代行事業者準備協会

– 一般社団法人セキュアIoTプラットフォーム協議会

– 一般社団法人沖縄オープンラボラトリ

– 観光予報プラットフォーム推進協議会

– 特定非営利活動法人医療福祉クラウド協会

– 一般財団法人インターネット協会

– 公益財団法人ハイパーネットワーク社会研究所

– 特定非営利活動法人雷嵐対策推進機構

– 一般社団法人電子情報技術産業協会

– 一般社団法人XBRL Japan
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– 富士電機株式会社

– 沖電気工業株式会社

– 株式会社オリエントコーポレーション

– 株式会社三菱総合研究所

– 株式会社両備システムズ

– スカパーJSAT株式会社

– NECプラットフォームズ株式会社

– 株式会社J＆J事業創造

– フォーグローブ株式会社

– 日本特殊陶業株式会社

– 東京大学 大澤幸生教授

– 立教大学 深見嘉明准教授
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Thank you !

ご清聴有難うございました
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